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CALS/ECに関する説明会

北海道地方CALS/EC推進協議会

平成18年度
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１．CALS/ECの概要

① CALS/ECとは

② CALS/ECで実現される効果
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１．CALS/ECの概要

① ＣＡＬＳ/ＥＣとは

●国土交通省の推進するCALS/ECとは、
「公共事業支援統合情報システム」の略称

・ 従来は紙で交換されていた情報を電子化すると

ともに、ネットワークを活用して各業務プロセスを

またぐ情報の共有・有効活用を図ることにより

公共事業の生産性向上やコスト縮減を実現する

ための取り組み。

CALS/EC＝Continuous Acquisition and Life-cycle Support/
Electronic Commerce

（継続的な調達とライフサイクルの支援/電子商取引）の略語
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１．CALS/ECの概要

② ＣＡＬＳ/ＥＣで実現される効果
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１．CALS/ECの概要

電子入札の導入効果
（移動コスト及び事務処理コストの縮減効果）

-北海道開発局の事例（平成16年度） -

縮減額
約20億円

縮減額
約45億円

全て電子入札+
　入札説明書等の
　電子的提供
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２．CALS/ECの取り組み

①電子調達

② 電子納品

③ 情報共有

④ CALS/ECの整備目標

⑤ 北海道開発局、北海道、札幌市の取り組み
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２．CALS/ECの取り組み

① 電子調達

●CALS/ECにおける電子調達とは

・ 公共事業の工事や設計業務等の入札・契約を

従来の紙に代わり、インターネットを利用した

電子情報の交換で実現するもの。

入札参加者 発注者データセンター

電子入札システム
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２．CALS/ECの取り組み

・ 入札情報の電子的提供
-入札公告、入札結果等をインターネットを介して

情報提供。

・ 入札説明書等の電子的提供
-入札説明書、図面等をインターネットを介して

電子的に提供。

・ 電子入札と電子契約
-従来紙による入札と制度的に同じことを

インターネットを介して行う。

・ 電子認証
-安全性や信頼性を確保するための仕組み。

●電子調達を実現するための機能
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２．CALS/ECの取り組み

●電子調達の効果（メリット）

・ 競争性の向上
-発注情報などの情報が入手しやすくなり、

競争性が量的に増加する。

・ コスト縮減
-入札参加者の人件費や関係書類受け渡しなど

による移動コストや事務処理コスト等が減少する。

-公共事業全体のコストの縮減が図れる。

・ 事務の迅速化
-電子化による情報共有、連携などが可能となり、

重複入力の減少等により事務処理が迅速になる。

-入札・契約に関する事務作業の効率が向上する。



11

２．CALS/ECの取り組み

●電子調達の効果（メリット） （つづき）

・ その他
-紙資源や人、物の移動によるエネルギー消費が

軽減される。

-受注機会が拡大される。
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２．CALS/ECの取り組み

●電子入札の種類

1.電子入札コアシステム(国土交通省)

国土交通省の電子入札システムをベースに開発され
たシステム

開発組織(電子入札コアシステム開発コンソーシアム)

(財)日本建設情報総合センター(JACIC)及び(財)港湾空港
建設技術センター(SCOPE)が設立。公共発注機関、ITベン
ダーが参加。

http://www.cals.jacic.or.jp/coreconso/index.html

道内自治体としては岩見沢市が導入済
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２．CALS/ECの取り組み

●電子入札の種類 （つづき）

2.電子入札・開札システム(総務省)

物品等の分野における電子入札・開札システム

http://www.e-procurement.soumu.go.jp/index.html

3.独自システム

横須賀方式

NTT

その他
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２．CALS/ECの取り組み

●電子入札システムの共同利用

目的

1. 企業の利便性

市町村毎の個別システムへの対応回避

2. 各市町村の財政負担の軽減、IT人材不足の解決

整備・ランニングコストの大幅な削減

運用における維持管理(ヘルプデスク、IT人材等)の

共有化

【市町村の共同運営を実施している自治体組織】

茨城県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

石川県、静岡県、岐阜県、兵庫県、広島県、香川県、

熊本県、大分県、大阪府



15

２．CALS/ECの取り組み

② 電子納品

電子納品要領(案)
に基づき納品

支給

●電子納品とは

・ 報告書、工事関係書類、図面や写真等を

電子納品に関する各種要領・基準類に従って

電子データ化し、

電子媒体（CD-R）で納品すること。
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２．CALS/ECの取り組み

●電子納品の効果

成果品の再利用や管理が容易

成果品保管場所の省スペース化

公共事業の執行の迅速化、コスト縮減、
品質の向上
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２．CALS/ECの取り組み

③ 情報共有

●工事施工中における情報共有とは

・ 工事施工中に受発注者間で書類、図面や写真等を

電子的に共有・交換を行うこと。

●情報の共有・交換の手段

・ 情報共有システム

・ 電子メール
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２．CALS/ECの取り組み

構
成

・既に多くの人が利用し、
普及している

・新たなシステムの導入は不要

・最新情報が解りにくくなる

・個人管理が必要

・情報の一元管理ができる

・検索性にすぐれている

・個人管理が不要

・電子納品への活用が可能

・操作に慣れが必要

（教育など必要）

電子メール情報共有システム

●情報共有システムと電子メールの違い

特
徴

長
所

短
所

データ

インターネット

発注者

受注者

データ データ

データデータ

インターネット

発注者

受注者

データ

情報共有システム
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情報共有システムの２つのタイプ

・発注者サーバ方式
発注者の自己負担による運用管理

・ASP(アプリケーションサービスプロバイダ)方式
第三者（事業者）による運用管理

文書管理の効率化

情報の一元管理による品質の向上

移動時間の短縮

電子納品の効率化

２．CALS/ECの取り組み

●情報共有システムの効果
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２．CALS/ECの取り組み

④ CALS/ECの整備目標

随時見直し
更新

平成8年4月
建設CALS整備基本構想

Ｈ8 Ｈ9

平成9年6月
「建設CALS/ECア
クションプログラム」

平成10年10月
「港湾CALS整備
計画」

平成9年3月
「空港施設CALS
グランドデザイン」

Ｈ14

平成14年3月
国土交通省

CALS/ECアク

ションプログラム

Ｈ16 Ｈ22

統合 Ｈ17 Ｈ22

平成18年3月
国土交通省
CALS/ECアク
ションプログラム
2005

Ｈ19

平成13年6月
CALS/EC地方

展開アクション

プログラム（全国版）

都道府県・政令都市

主要地方都市

市町村

Ｈ19 Ｈ22Ｈ20

旧
建
設
省

旧
運
輸
省
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２．CALS/ECの取り組み

⑤ 北海道開発局、北海道、札幌市の取り組み

●北海道開発局の取り組み

電子入札

電子納品

60件程度を目標
10月～

H14年度

工事・業務全面実施

9月～物品・役務

一般競争入札及び
公募型指名競争入札

H16年度H15年度

H14年度

全ての工事・
業務順次拡大

業務の全てと概ね2億
5千万円以上の工事

H16年度H15年度
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２．CALS/ECの取り組み

●北海道開発局の取り組み （つづき）

情報共有
H16

本格運用

実証実験
開始

H15年度

実証実験
開始

H14年度

実証実験
開始

H13年度

本格実施を
目指す

河川
部門

港湾
部門

本格実施を
目指す

道路
部門

H18年度H17
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２．CALS/ECの取り組み

●北海道の取り組み

電子入札

基本設計
実地検証

物品

工事、業務
一部運用 順次拡大

※物品の電子入札は、Ｈ14年4月から本庁出納局
所管分について運用中。
今後の展開は、総務業務センターでの対応も視野
に入れ、当面は現状どおり運用継続。

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

システム導入
調査検討

詳細設計
構築・
一部試行

システム導入
調査検討
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２．CALS/ECの取り組み

●北海道の取り組み （つづき）

実証実験 本運用
工事、業務

一部運用
順次拡大

H15～17年度 H18年度 H19～21年度 H22年度

詳細設計・構築
実証実験

電子納品・情報共有
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２．CALS/ECの取り組み

●札幌市の取り組み

電子入札
平成20年度の本格運用を目指し段階的に開発を進めて
いく予定。平成19年度に実証実験予定。

電子納品・情報共有
平成20年度からの本格運用(順次拡大)を目指し段階的に
開発を進めていく予定。
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３．道内地方公共団体における
IT化の実態等

●調査実施機関

北海道地方CALS/EC推進協議会

● 調査時期

1回目：平成13年度（平成13年12月）

2回目：平成15年度（平成16年2月）

3回目：平成18年度（平成18年7月）

● 調査対象

1、2回目：北海道及び道内212市町村、

3回目：北海道及び道内180市町村の

公共工事・業務発注部門
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●IT化実態調査結果

①パソコンの導入割合

② インターネットの利用環境

③ 電子メールの利用環境

④ ＣＡＬＳ/ＥＣの認識

⑤ 担当部署または担当者

⑥ 講演会、講習会などへの参加

⑦ ＣＡＬＳ/ＥＣ関連項目の導入・利用の現状

⑧ ＣＡＬＳ/ＥＣ情報の入手先

⑨ ＣＡＬＳ/ＥＣ情報の入手方法

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態



28

46%

54%

82%

18%

98%

2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ13 Ｈ15 H18 年度

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

① パソコンの導入割合

複数人で一台
職員全員に
導入済み
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75%

25%

95%

5%

98%

2%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｈ13 Ｈ15 H18 年度

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

② インターネットの利用環境

利用環境なし
利用できる
環境あり
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17%

51%

32%

53%

28%

19%

75%

19%
6%
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100%

Ｈ13 Ｈ15 H18 年度

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

③ 電子メールの利用環境

一部のパソ
コンで可能

職員のパ
ソコン全て
で可能

利用環境
なし
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

④ ＣＡＬＳ/ＥＣの認識

言葉を聞い
たことがある

具体的な
概念を
知っている

知らない
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑤ 担当部署または担当者

決める予定
である

既に決まっ
ている

決めていない
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑥ 講演会、講習会などへの参加

参加する
予定である

既に参加
している

特にない
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑦ ＣＡＬＳ/ＥＣ関連項目の導入・利用の現状

⑦-1 入札情報サービス（PPI）

導入・利用
したい

既に導入・
利用して
いる
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今後1～2年以内に
実施　0市町村

平成23年度以降に実施
　　24市町村（71%）

平成22年度
までに実施
10市町村(29%)

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

入札情報サービス（PPI)を「導入・利用したい」と
回答した『34市町村』での実施年度
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑦-2 電子入札

導入・利用
したい

既に導入・
利用して
いる
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平成22年度
までに実施
10市町村(29%)

平成23年度以降に実施
　　　23市町村（65%）

今後1～2年以内に
実施　2市町村（6%）

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

電子入札を「導入・利用したい」と回答した
『35市町村』 での実施年度
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑦-3 電子納品（工事・業務の成果品）

導入・利用
したい

既に導入・
利用して
いる
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平成22年度
までに実施
19市町村(40%)

平成23年度以降に実施
　　27市町村（56%）

未定・不明
　1市町村（2%）

今後1～2年以内に
実施　1市町村（2%）

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

電子納品（工事・業務成果品）を「導入・利用したい」と
回答した『48市町村』での実施年度
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑦-4 受発注者の情報共有

導入・利用
したい

既に導入・
利用して
いる
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未定・不明
　1市町村（2%）

平成23年度以降に実施
　　　30市町村（65%）

平成22年度
までに実施
15市町村(33%)

今後1～2年以内に
実施　0市町村

３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

受発注者間の情報共有を「導入・利用したい」と
回答した『46市町村』での実施年度
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑧ ＣＡＬＳ/ＥＣ情報の入手先

（複数回答）

件
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３．道内地方公共団体におけるIT化の実態

⑨ ＣＡＬＳ/ＥＣ情報の入手方法

（複数回答）

44

27

47

70

0 20 40 60 80

その他

電子メール

業界紙

インターネット

件
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４．電子納品

①電子納品の概要

② 電子納品の対象書類

③電子納品で必要な機器類、ソフトウェア

④電子納品の進め方（流れ）

⑤電子成果品の構成

⑥電子成果品の確認と検査の仕方

⑦電子納品に関する規定

⑧電子成果品の悪い例

⑨電子納品に関する問い合わせ
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４．電子納品

① 電子納品の概要

●電子納品の目的 ‒電子成果品の利活用-

・ 公共事業の調査、設計、工事など各業務段階

・ 公共施設等のライフサイクル （整備、補修、更新等）

・ 災害時での復旧時

・ 業務の迅速化・効率化・省力化 → コスト縮減

図面等
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●電子成果品作成ルールの必要性

４．電子納品

・ 電子成果品の

-利活用を容易にする

-情報の共有利用

-業務の効率化

電子成果品

・ 電子成果品の作成ルール
-電子納品要領・基準類

・電子データの標準化
・成果品の作成方法 など
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４．電子納品

② 電子納品の対象書類

●電子納品の対象書類の考え方

・ 効率化が図られると判断したもの
-資料作成、データの一元管理、情報の共有、
業務中、施工中の資料作成・提出、
迅速な資料の確認、監督業務の効率化、等

・ 将来の維持管理での利活用が想定されるもの
-維持管理業務の効率化、

災害対応時の現地資料、等
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４．電子納品

●土木設計業務等での対象書類

・報告書、打合せ簿、設計図面、写真、

測量成果、地質・土質調査成果 など

●土木工事での対象書類

・発注図、打合せ簿、施工計画書、完成図面、

工事写真、段階確認願、履行報告書 など
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４．電子納品

③ 電子納品で必要な機器類、ソフトウェア

7～

400～

40～

（MO)

100～

300～

(A1～A0)

（工事現場向け）

(A4～A3)

(A3)

1100～

300～

250～

20
△△バックアップ機器（サーバ、MO等）

5○○インターネット回線

150－○プロジェクタ

60
○△デジタルカメラ

20
△△スキャナ

300
△△プロッタ

150
○○プリンタ（カラ－）

150 ○○パソコン（CD-Rドライブ付）

概算費用（千円）受注者発注者必要なハードウェア

●受発注者で必要なハードウェア ○：必須、△：必要に応じて整備、－：不要
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４．電子納品

●受発注者で必要なソフトウェア ○：必須、△：必要に応じて整備、－：不要

300

130

10

6

300

1300

～

－

－

～

－

～

～

～

～

○○
電子納品チェックシステム（無償：国総研HP
よりダウンロード）

○○
SXFブラウザ（無償：国総研HPよりダウン
ロード）

40○－写真管理ソフト

6△△市販の電子納品チェックシステム等

無償あり△△写真閲覧ソフト

△○PDF閲覧ソフト（無償：アクロバットリーダ）

4○△PDF作成ソフト（アクロバット等）

2○○ウィルス対策ソフト

6○△電子納品支援ソフト

50○△
CADソフト（SXF対応：OCF検定合格品
推奨）

30○○表計算ソフト（エクセル等）

25○○ワープロソフト（一太郎、ワード等）

概算費用（千円）受注者発注者必要なソフトウェア
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４．電子納品

④ 電子納品
の進め方
（流れ）

特記仕様書等

の発注準備

契 約契 約

事前協議事前協議

検査前協議検査前協議

完成検査完成検査

電子成果品のチェック電子成果品のチェック

合意事項の
決裁・管理

合意事項の
決裁・管理

受 注 者発 注 者

電子データ等の受け渡し

情報共有交換情報共有交換

電子成果品の保管管理電子成果品の保管管理

P21

電子媒体の作成と

事前チェック

電子媒体の作成と

事前チェック

電子成果品の蓄積・作成

電子成果品
の提出
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４．電子納品

●事前協議の目的

業務、工事の着手時に受発注者間で事前協
議を実施する

・書類・資料の効率的な作成
・手戻りの防止
・円滑な電子納品



53

４．電子納品

●事前協議の内容

・適用要領・基準類

・電子メールアドレス、添付ファイル容量制限

・利用ソフト

・電子納品対象書類、図面等

・検査方法（機器の準備、機器の操作、

検査時に紙で用意する書類など）
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４．電子納品

⑤ 電子成果品の構成

REPORT 報告書フォルダ

図面フォルダ

写真フォルダ

測量データフォルダ

地質データフォルダ

業務管理ファイル

DTDファイル

XML

DTD

DRAWING

PHOTO

SURVEY

BORING

【業務】

●電子成果品の

構成イメージ
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４．電子納品

DRAWINGS 発注図面フォルダ

打合せ簿フォルダ

施工計画書フォルダ

完成図フォルダ

写真フォルダ

工事管理ファイル

DTDファイル

XML

DTD

MEET

PLAN

DRAWINGF

PHOTO

【工事】

その他フォルダOTHRS

設備図書/台帳フォルダFACILITY※電気通信設備

●電子成果品の

構成イメージ
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●打合せ簿

格納イメージ

４．電子納品

【工事】

XML

DTD

MEET.XML

MEET03.DTD

【打合せ簿フォルダ】

（打合せ簿管理ファイル）

M0000_01.○○○～
Mnnnn_mm. ○○○

（打合せ簿
オリジナルファイル）

【サブフォルダ】

MEET

ORG
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●完成図

格納イメージ

XML

DTD

DRAWINGＦ.XML

DRAW03.DTD

C0PL001Z.P21
～ C0PLnnnZ.P21

【完成図フォルダ】
DRAWINGＦ

（図面管理ファイル）

（完成図面ファイル）

４．電子納品

【工事】
DRAWINGF
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４．電子納品

⑥ 電子成果品の確認と検査の仕方

●電子成果品の受取から検査までの流れ
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４．電子納品

●電子成果品の作成 （受注者の作業）

日常的な電子成果品の作成・管理

電子データの作成
（打合せ簿、施工計画書、
図面、写真等）

最終成果品をイメージして作成
CADソフト等を利用

電子成果品の作成

フォルダ作成、ファイル名変更、
管理ファイル作成

電子納品作成支援ツール
等を利用

電子媒体の作成

電子成果品のチェック

CD-Rにコピー

電子媒体のチェック

電子納品チェックシステム等
SXFブラウザ、ウイルスチェック

ラベル、ケース作成

発注者へ提出 （電子媒体納品書）



60

４．電子納品

平成○年度 ○○○○○○○工事 平成○年○月

●電子成果品のCD-R

【正副各１部】
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４．電子納品

●ウィルスチェック

・ウィルスチェックはCD-Rへの格納前と格納後に行う

・市販ソフトを利用（特に指定は無し）

・最新パターンファイルの利用
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４．電子納品

●電子納品チェックシステムによる確認

●確認の内容
・フォルダ構成、フォルダ名、ファイル名

・管理ファイルの管理項目（必須記入項目の有無、

使用文字数、使用禁止文字）、XML文法

・CADファイル名称、レイヤ名

●利用する電子納品チェックシステム
・国土交通省の事業部門毎にチェックシステムは異なる

・農林水産省では策定されていないため、市販の電子納品

チェックシステムを利用する

●目的
・電子成果品のファイル名等が関係する要領・基準等に

準拠しているか確認
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４．電子納品

●SXFブラウザによる確認

●確認の内容
・データ欠落、文字化け、文字の大きさ
・作図要素が適切なレイヤに作図されているか
・表題欄記載事項
・線種、線色等

●SXFブラウザの機能
・CADソフトによって作成されたSXF形式(P21・SFC)の
図面データを表示・印刷

※CADソフトと違い、作図・編集機能はなし

●目的
・CADデータがCAD製図基準に従っているか目視確認
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４．電子納品

●検査の基本的な考え方（北海道開発局の場合）

・電子納品された成果品の書類検査の原則
⇒電子データでの検査

・可能な限り電子データを用いて検査
・最低限、工事では「工事写真」、 業務では「報告書」
について、電子データでの検査が原則
・検査用の印刷物は成果品に該当しない
・検査前協議を行う

※検査を効率的に行うため、考慮する事項
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４．電子納品

●検査時の使用機器構成例
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４．電子納品

●検査実施風景
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４．電子納品

⑦ 電子納品に関する規定類

●ガイドライン
・電子納品を円滑に行うため、電子納品の対象範囲、

適用基準類、事前協議、電子成果品の作成、検査などで

受注者及び発注者が留意すべき事項等を記載

-電子納品に関する運用、CAD製図基準に関する運用等

●要領（案）、基準（案）
・電子成果品を作成する際のフォルダ構成やファイル形式など、

納品される電子データの仕様等について記載

-設計業務・工事電子納品要領（案）、CAD製図基準（案）、

デジタル写真管理基準（案）、測量成果電子納品要領（案）、

地質・土質調査成果電子納品要領（案）等
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４．電子納品

農林水産省 農林振興局
http://www.nncals.jp/you.html

農業
農電通
農機械

国土交通省 大臣官房官庁営繕部
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/cals/cals.htm営繕

国土交通省 港湾局
http://www.ysk.nilim.go.jp/cals/index.htm

港湾
水産基盤

国土交通省 国土技術政策総合研究所
http://www.nilim-ed.jp/

河川
道路
公園
電気通信
機械設備

農
林

水
産
省

国
土
交
通
省

●要領・基準等の入手先
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４．電子納品

●電子納品チェックシステム等の入手先

国土交通省 大臣官房官庁営繕部
http://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun/cals/supportsys.
htm

営繕

国土交通省 港湾局
http://www.ysk.nilim.go.jp/cals/index.htm

港湾
水産基盤

国土交通省 国土技術政策総合研究所
http://www.nilim-ed.jp/index_dl.htm

河川
道路
公園
電気通信
機械設備

国
土
交
通
省

（財）日本建設情報総合センター（JACIC）
http://www.cals.jacic.or.jp/cad/download.htm

●SXFブラウザの入手先
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４．電子納品

⑧ 電子成果品の悪い例

●その1
フォルダ名称およびファイル名称が電子納品要領(案)
に則った名前になっていない
(日本語になっている)
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４．電子納品

・工事管理ファイル等が無い
・電子納品要領(案)に則ったフォルダが無い

●その2
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●その3
全資料をスキャニングしてPDF形式で納品

４．電子納品

紙
紙
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４．電子納品

必要以上枚数の工事写真を納品

●その4
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●その5

・
・
・
・

・
・
・
・

ガラス工事工事業種

砂防・地滑り工事分野

工事実績システム
バージョン番号

○○線橋梁上部工事工事名称

2003

入力情報

工事番号

発注年度

項目

工事管理ファイル情報

管理項目の情報が適切に入力されていない

必須記入項目
の情報が
間違っている

必須項目が入力
されていない

４．電子納品
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４．電子納品

●その6
管理ファイル(XML)の中で使用禁止文字を使用している

全角英数字は
使用できない

機種依存文は
使用できない

半角カタカナは
使用できない

１２３４５６７８９０
ＡＢＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬＭＮＯＰＱＲＳＴＵＶＷＸＹＺ
ａｂｃｄｅｆｇｈｉｊｋｌｍｎｏｐｑｒｓｔｕｖｗｘｙｚ



76

４．電子納品

⑨ 電子納品に関する問い合わせ

●要領・基準等、電子納品チェックシステム等

国土交通省 大臣官房官庁営繕部
整備課 施設評価室
【 TEL 】03-5253-8111（代表） （内線23533）

営繕

国土交通省 港湾局
【Q&Aホームページ】
http://www.ysk.nilim.go.jp/cals/index.htm
【メールアドレス】
kowan-cals@ipc.ysk.nilim.go.jp

港湾
水産基盤

国土交通省 国土技術政策総合研究所
【Q&Aホームページ】
http://www.nilim-ed.jp/qa_sys/admin/q_a_index.htm
【ヘルプデスク】
http://www.nilim-ed.jp/qa_sys/admin/question.htm

河川
道路
公園
電気通信
機械設備

国
土
交
通
省
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４．電子納品

●要領・基準等

農林水産省 農林振興局
【Q&Aホームページ】
http://www.nncals.jp/you.html
【メールアドレス】
nncals@aric.or.jp

農業
農電通
農機械

農
林

水
産
省

（財）日本建設情報総合センター（JACIC）
【Q&Aホームページ】
http://www.cals.jacic.or.jp/cad/user/userQandA.htm
【メールアドレス】
cad@jacic.or.jp

●SXFブラウザ
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END


